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1 R1.12.27 R2.2.19 業務工程表 1 1

戦略政策情
報推進本部
戦略事業部
特区・戦略
事業推進課

2 R1.12.27 R2.2.19

・30政調渉第1150号「平成31年度先端事業普及モデル創出
事業支援業務委託に係る技術審査委員会の開催について
（通知）」
・平成31年３月11日（月）開催「平成31年度先端事業普及
モデル創出事業支援業務委託技術審査委員会」配布資料
・30政調渉第1175号「平成31年度先端事業普及モデル創出
事業支援業務委託に係る技術審査委員会の審査結果（技術
点）について（通知）」

159 1 1 1

・外部審査委員の役職及び氏名
　審査委員の役職及び氏名は公表されていないところ、これが公にされ審査委員が特定さ
れるとなると、審査方針に関して業界等からの干渉や圧力をおそれ率直な評価が難しくな
り、又は審査委員としての就任に関して今後協力を得られなくなるなど、今後の契約事務
における適正な審査の実施に支障を及ぼすおそれがあるため（条例７条６号）

・各審査委員の項目別評価
　一般に公となっていない各観点別及び各委員別の評価に係る情報であり、公にすること
で審査員が各提案に対して付した優劣の評価の詳細が明らかになることにより、当該事業
者の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため（条
例７条３号）
　各委員の審査内容に関する詳細の情報であり、公にされるとなると、委員が審査に対す
る干渉等を恐れ率直な評価が難しくなり、審査の硬直を招くなど、今後の同種の契約にお
ける適正な審査に支障を及ぼすおそれがあるため。また、各事業者に対する詳細な評価が
公にされるとなると、事業者が今後の同種の契約への応募を控えるなど今後の行政運営に
支障を及ぼすおそれがあるため（条例７条６号）

・企画提案書のうち応募企業のノウハウに係る箇所
　受託事業者に蓄積されたノウハウに基づき作成されたものであり、公にすることで当該
事業者の事業運営上の地位が損なわれると認められるため（条例７条３号）

戦略政策情
報推進本部
戦略事業部
特区・戦略
事業推進課

3 R2.1.9 R2.2.10

・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）（30総契委第86号）
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）契約相手方決定（31総契委第32号の2）
東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第三
期）（31総契委第32号）
・共同運営におけるサービス提供委託審査委員会の設置に
ついて（平成２５年度第２回東京電子自治体共同運営協議
会総会議案第１号）

26 1

戦略政策情
報推進本部
ＩＣＴ推進
部情報通信
運用課
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4 R2.1.9 R2.2.10

・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）委託契約書
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）（29総契委第75号の2）
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）（29総契委第75号）
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）（28総情企第1497号）
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）委託契約書
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）（30総契委第86号の2）
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）（29総情企第1826号）
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）委託契約書
・東京電子自治体共同運営電子申請サービス提供委託（第
三期）（30総情企第1827号
・第三期サービスに係る公募及び選定について（平成２５
年度第３回東京電子自治体共同運営協議会総会議案第１
号）
・第三期東京電子自治体共同運営サービス提供委託事業者
の決定について（平成２５年度第９回東京電子自治体共同
運営協議会運営委員会議案第１号）
・第三期電子申請サービスに係る成果物の承認について
（平成２６年度第４回東京電子自治体共同運営協議会運営
委員会議案第４号）

1148 1 1 1 1 1

・受託事業者の印影及び受託事業者の担当者の印影
　公にすることにより、印影の偽造等による犯罪の予防に支障をきたすおそれがあるため
（条例７条４号）

・通信相手の認証方法に係る箇所、ネットワークの死活監視を行うプログラム名称に関す
る事項、入退館セキュリティ設備、セキュリティの設定値、ドキュメント共有サービスの
名称
　サービスのセキュリティ要件に関する情報であり、公にすることでシステムに対する不
正アクセス等による犯罪の予防に支障をきたすおそれがあるため（条例７条４号）
　サービスのセキュリティ要件に関する情報であり、公にすることにより、当該サービス
の情報セキュリティ維持に支障をきたすおそれがあるため（条例７条６号）

・予定価格、見積書比較価格、契約目途額、契約目途額内訳、予算金額、今回予算差引
額、今後支出予定額、積算金額
　公にすることにより、今後の契約事務の公正性および競争性の確保に支障をきたすおそ
れがあるため（条例７条６号）

・受託事業者の担当者氏名
東京都情報公開条例第７条第２号に該当
特定の個人を識別することができるため（条例７条２号）

戦略政策情
報推進本部
ＩＣＴ推進
部情報通信
運用課

5 R2.1.9 R2.2.10
平成27年度及び平成28年度の「東京電子自治体共同運営電
子申請サービス提供委託（第三期）」に係る契約関連の公
文書

1 対象公文書は保存期間満了により廃棄済みであり、存在しないため。

戦略政策情
報推進本部
ＩＣＴ推進
部情報通信
運用課

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。


